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１ 要約 

研究背景: 

災害が被災者の就労状況に及ぼす影響について、また、災害が被災者の精神的健

康に及ぼす影響については、これまでも検討され、災害とそれらの関連が指摘され

てきた。東日本大震災は、沿岸地域の主要な産業である第一次産業に甚大な被害を

もたらしたが、それらの被害は、そこで働く就労者の精神的健康にも特徴的な影響

を及ぼすと想定される。被災地域における被災者の就労状況への影響を明らかにす

ること、就労状況の変化と被災者の精神的健康との関連を検討することは、被災地

域の精神的健康への対策を考える上で重要な課題と思われる。また、東日本大震災

によって生じた被災者の就労状況の変化が睡眠状況にどのような影響を及ぼしてい

るかについては、これまでに詳細な検討はされていない。特に、被害の大きかった

沿岸部については、産業への打撃に伴い雇用情勢も深刻であることから、被災者の

睡眠状況を把握することは精神的健康を理解する上で重要と考えられる。 

研究目的: 

本研究では東日本大震災により甚大な影響を受けた沿岸部自治体の被災者に関し

て、（1）就労状況への影響を性別、年齢階層別、及び産業別に検討し、その影響の

特徴を検証すること、（2）就労状況の変化と、睡眠状況及び精神的健康との関連を

検証することを目的に分析を行った。 

研究方法: 

調査は、2011 年 10 月に宮城県七ヶ浜町と東北大学の共同健康調査として実施され

た年次調査の一環として行われた。調査対象者は、宮城県七ヶ浜町に発災当時居住

し、住居が大規模半壊以上の被災を受けた世帯の 18 歳以上の住民とした。研究への
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参加に同意した 1,550 人のうち、震災前の就労状況について回答したのは 1,494人

であった。震災前と震災後における性別、年齢階層別、及び産業別の就労状況の実

態を集計した。また、対象者を（1）震災以前から就労していなかった群、（2）震

災後に失業した群、（3）震災後も就労を継続していた群に分類し、調査時点のアテ

ネ不眠評価尺度(AIS)、6 項目版ケスラー心理的苦痛尺度（K-6）、出来事インパクト

評価尺度(IES-R)の平均点数の違いから、震災前後の就労状況の変化と精神的健康の

指標との関連を検証した。 

研究結果: 

震災前の就労状況を回答した対象者 1,494人のうち、震災前に就労していたのは

904人（60.5％）であった。震災を契機に失業した人は 173人（19.1％）であった。

3 群の AISの平均点数の違いについて、震災後に失業した群の不眠尺度が有意に高く

(P < 0.01)、年齢を交絡因子として解析を行った結果、3 群間の AISには有意な差を

認め（P < 0.01）、年齢と就労状況との間に有意な交互作用は認められなかった(P 

= 0.37)。年齢以外に性別、居住先、既往歴、喫煙歴、飲酒歴を説明変数に加えて共

分散分析を行なったところ、3 群間の有意な差が再現された（P < 0.01）。IES-Rに

ついては、震災後に失業した群の 3 群間に有意な差を認めたが(P < 0.01）、年齢を

交絡因子として解析を行った結果、3 群間の IES-Rに有意な差は認められなかった

（P = 0.22）。また、年齢以外に性別、居住先、既往歴、喫煙歴、飲酒歴を説明変

数に加えて共分散分析を行なったが、3 群間の有意な差は認められなかった（P = 

0.43）。 

考察: 
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東日本大震災による就労状況への影響の特徴について、失業率は、性別では、い

ずれの産業においても女性が男性より高く、産業別では第一次産業従事者が他の産

業に比べて高かった。また、年齢階層別では 65 歳以下の年齢階層の平均に比べて 65

歳以上が高かった。これらの背景として、第一次産業への被害が甚大であったこ

と、第一次産業に従事していた女性の割合が高かったこと、また女性や 65 歳以上の

男女の従業上の地位が、パート・アルバイトなどの非正規雇用や、個人あるいは家

族による自営の割合が高く、災害による影響を受けやすい雇用形態であったことな

どが影響していると考えられた。 

就労状況の変化と、睡眠状況及び精神的健康との関連については、震災後に失業

した群の AISが他の 2群よりも有意に高く、不良であることが明らかになった。家

屋の損壊に加え、失業という新たな社会経済的な問題を抱えたこと、さらに、失業

が就労によって獲得してきた社会的役割や地位を失わせ、自信や自尊心を低下また

は喪失させるなど被災者の心理社会的側面に影響をもたらしたことが、睡眠状況の

不良として表出した可能性が考えられた。 

大災害が生じた場合、その後の支援を検討する際には、被災地域の産業構造や産

業の特徴を踏まえ、被害の大きかった産業に従事していた就労者、女性、及び高齢

者の就労に関する実態とニーズを把握し、それらの層を対象とする雇用の創出や就

労支援を積極的に検討する必要性が示唆された。さらに、それらの就労支援と睡眠

指導を含む精神的健康の増進に向けた支援を配慮した統合的な取り組みが望まし

く、双方を有機的に行うことが有効であると考えられた。 

結論: 

（1）東日本大震災が被災者の就労状況に及ぼした影響の特徴の検証について 



 4 

第一次産業従事者、女性、及び 65 歳以上の高齢者について、収入の減少や失業率

に大きな影響が及んでいた。また、その背景には、災害による第一次産業への被害

の大きさ、第一次産業を担う従事者の構成、影響を受けやすい従業上の地位や雇用

形態での就労であることなどが考えられた。 

（2）東日本大震災による被災者の就労状況の変化と、睡眠状況及び精神的健康との

関連の検証について 

震災後に失業した群の AISは他の 2群よりも有意に高く、睡眠状況が不良である

ことが明らかになった。本研究において行なった 3 つの尺度では、就労状況の変化とし

て失業が睡眠に及ぼす影響の可能性が示された。 
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２ 研究背景 

2011 年 3月 11 日に東日本大震災が発生した。宮城県沖を震源とするマグニチュー

ド 9の大規模な地震と、それに伴う巨大な津波が東北地方を中心に大きな被害をも

たらした。人的被害は、死者 15,899人、行方不明者は 2,528 人、負傷者は 6,157人

であり 1)、我が国では、1923年 9月 1日に発生した関東大震災の 10万 5,000 人あま

りに次ぐ規模であった２）。 

被災者については、心身の健康上に問題が生じたことが明らかになっている 3)。

身体面においては、慢性的な身体疾患を抱える被災者の健康状態が悪化し 4-6)、精神

面においては、被災者の多くが心的外傷後ストレス反応や抑うつ症状といった問題

を抱えていることが報告された 7-10)。 

また、物的被害は、住宅や工場などの建築物、ライフライン施設、社会基盤施

設、その他教育、保健医療施設など多方面に及んだ。そのなかでも、被災地域にお

ける経済活動への影響は深刻であり、社会インフラなど経済ストック（社会資本・

住宅・民間企業設備）の被害額は約 16.9 兆円と推計された`11）。これは、1995 年 1

月に発生した阪神・淡路大震災における被害額の約 9.6 兆円（国土庁推計）あるい

は約 9.9 兆円（兵庫県推計）、2004年 10 月に発生した新潟県中越地震における被害

額の約 3 兆円を大きく上回る額であった。その中でも、津波による被害は甚大であ

り、とりわけ農林水産業に深刻な影響をもたらした。農林水産業関係被害の規模

は、被災が甚大であった宮城県で約 1.4 兆円、岩手県で約 5.5千億円、福島県で約

3.8千億円であり、これら被災３県の合計は約 2.3 兆円に上った 12）。このうち特に

水産関係の被害が大きく、宮城県で約 7.9千億円、岩手県で約 4.5千億円、福島県

で約 9.2百億円であり、これらの総額は 1.3 兆円に上り、農林水産業全体の被害額
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の 56.7％を占めた。これらの巨額の経済損失とともに、雇用情勢は大きく悪化し

た。 

平成 24年就業構造基本調査によると、東日本大震災により離職した人は全国で 21

万人、休職した人は 204 万 7千人に上った 13）。その中でも、離職した全国 21万人

の 4 割以上にあたる 8万 6千人が、また、休職した全国約 205万人の 3 割以上にあ

たる 65万 8千人が、被災 3県の在住者であった。さらに、この調査が実施された平

成 24年 10 月 1 日現在において、震災の直接の被害により離職した 21万人のうち約

4 割が無業者であり、そのうち就業希望者は約 7 割であった。東日本大震災による雇

用情勢に関する影響は被災３県を中心に全国に及んでおり、また長期化していた。 

被害が大きかった被災 3県の震災前後の雇用情勢の推移について、就業者数は、

震災前の 6ヶ月（2010 年 9月から 2011 年 2 月まで）は 275万人前後で推移していた

が、震災後の 4月から 6月までは約 260万人まで落ち込んだ 14)。完全失業者数は、

震災前の 6カ月間は 15万人強で推移していたが、震災後の 2011 年 5 月、6月は 19

万人まで増加した。その後、就業者数については、7月から 9月までは 270万人程度

に回復し、10 月から 2012 年 3月までは 260万人台と震災前より低い水準で推移し

た。完全失業者数は、9月以降は 15万人弱と震災前よりも低い水準で推移した。ま

た、被害が甚大であった沿岸部とそれ以外の内陸部での雇用情勢の影響に関する報

告によると、被害が甚大であった岩手県、宮城県の沿岸部を除いた両県の内陸部で

の有効求人倍率は、震災による落ち込みがほとんどなく、2011 年夏以降は復旧・復

興事業の本格化などから有効求人倍率は急上昇したのに対し、沿岸部では震災後の 4

月に有効求人倍率が大きく低下したものの、2012 年に入ると内陸部との差が急速に

縮小した 15)。その一方で、賃金の動向については、内陸部の建設業など一部ではそ
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の増加が続いているが、沿岸部の津波の浸水域や小規模事業所を中心に厳しい状況

であった。地域における震災による影響の違いが、雇用情勢や賃金の動向にも反映

した。 

被害の大きかった被災３県の就業や雇用情勢の経過に関しては、これまでも検討

がされてきた 14,16-22）。東日本大震災後の人口の労働市場についての報告では、過去

の災害後の経済的復興の知見から、被災地は一般的に災害の直後に雇用状況が大き

く悪化するものの、その後は、災害後に好景気をもたらす「ポジティブ・ショッ

ク」により雇用機会が増加し、東日本大震災後においては、被災３県の中でも宮城

県は「人的資本」と「成長基調」の要因によって復興がより進むと予測した 16）。ま

た、2012 年 1 月までに行われた東日本大震災が被災３県の産業、人口移動、雇用等

に及ぼした影響に関する調査では、震災復旧関連求人の増加や製造業等の生産の回

復などにより新規求人数が伸びている反面、雇用保険受給のための手続きは震災後

から約 10 ヶ月間で約 22万人（前年同期比 1.4倍）に達していることから、雇用の

ミスマッチが続いていることを明らかにした 17）。震災後の完全失業率の低下の背景

については、平成 24年版労働経済の分析では、被災３県からの人口の転出超過数の

増加、それに伴う労働力人口の減少や非労働力人口の増加の影響のほかに、政府に

よる被災者の就労支援と雇用創出を推進する総合的な対策による就職件数の増加な

どの影響が考えられるとし、複合的な要因を挙げている 14)。その一方で、震災前の

2月と同年の 9月の全国の労働力調査結果の比較をした報告では、失業者の減少と就

業者の減少が同時に起きており、非労働力人口が大幅に増加していることに注目

し、失業率の低下は就業者の増加ではなく、震災後に仕事探しを諦め労働市場から

退出する人が増えたことで失業者が減少したことによりもたらされていると指摘し
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た 22)。これらのことから、震災後、雇用機会は増大しているものの、そのことが被

害の大きかった沿岸部の産業の回復や被災者の雇用に必ずしも反映されているとは

言えず、これらの状況は、被災者の精神的健康に影響を及ぼしていることが考えら

れる。 

災害が被災者の就労状況に及ぼす影響について、また、災害が被災者の精神的健

康に及ぼす影響については、これまでも検討され、災害とそれらの関連が指摘され

てきた 23-29)。2001 年米国同時多発テロ事件から 1年後の調査では、テロ事件発生か

ら 6ヶ月後、ニューヨーク市街に居住している成人を対象に、就労状況及び精神的

健康への影響についてインタビューを行い、その 6ヶ月後に、フォローアップのイ

ンタビューを実施した（N = 1939）27)。その結果、テロ事件発生の 6ヶ月後に心的

外傷後ストレス障害の可能性がある人は 149名であり、テロ事件発生から 1年後に

おいては、そのうちの 42.7％にあたる 64名がその状態を持続していた。また、それ

らが持続されている重要な要因として、テロ事件から 6ヶ月以降に失業したこと、

就労が継続している人については、過労や仕事に圧倒されているなどの仕事上での

ストレスを強く認識していることが報告された。2001 年フランス・トゥールーズ市

の肥料工場爆発事故では、爆発当時にトゥールーズ市街地において経済活動に従事

していた就労者を対象に、産業災害が就労者にもたらした精神的健康と就労への影

響に関する横断的調査が行われた 28)。その結果、心的外傷後ストレス障害の症状を

表出している就労者は、男女ともに従業員や工場労働者といった非管理職者が有意

に多く、また男性は職場が機能不全や一時的な解雇などとの関連が、女性は労働災

害の報告数との関連が明らかになった。さらに、2005 年に米国で被害をもたらした

ハリケーン・カトリーナについて、その後の低所得の母親を対象とした調査では、



 9 

より良い就業の機会が、レジリエンスや他の精神的健康の指標の基礎となったこと

が報告された 29）。 

東日本大震災については、沿岸地域の主要な産業である第一次産業に甚大な被害

がもたらされた。そのことは、そこで働く就労者の精神的健康にも特徴的な影響を

及ぼすと想定される。特に、農林漁業に従事する就業者の年齢は、全国平均で 61.4

歳と高く 30）、5歳階級別では、65 歳以上の就業者の割合が全国及び宮城県のいずれ

も最も高いことから 30,31)、高齢者への影響が深刻であったと考えられる。しかしな

がら、これら高齢者も含めた就労状況への影響については、これまでに検討はされ

ていない。被災地域における被災者の就労状況への影響を明らかにすること、さら

に、就労状況の変化と被災者の精神的健康との関連を検討することは、被災地域の

精神的健康への対策を考える上で重要な課題と思われる。 

また、精神的健康は睡眠と密接な関係があり 32-34）、災害が被災者の睡眠状況に影

響を及ぼすことが報告されている 35-40）。2008 年の四川大地震の青年期の生存者を対

象とした調査では、地震から 12 ヶ月後の睡眠状況として、調査対象者の 48.90％が

7時間未満の睡眠であり、40.01％が日中の機能に問題を抱えていること等が明らか

になった 36)。2014年のギリシャにおける地震災害から 6ヶ月後の調査では、住民の

睡眠障害が地震発生前に比べて、有意に高くなっていることが明らかになった。こ

の調査では、睡眠に関する評価の他に、不安、抑うつ状態、及び心的外傷後ストレ

ス症状についてそれぞれ尺度を用いて評価し、それらの得点と睡眠との関連につい

て検討したところ、それらの得点が高いことが不眠症になる可能性に有意に関連し

ていたことが報告された 37)。また、2016年 4月に発生した熊本地震から 6ヶ月後の

就労者の睡眠と主観的健康状態についての調査では、調査対象者の 6 割が不眠状態
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となっていたことが明らかになり、不眠あり群と不眠なし群の 2群間の比較では、

年齢、被災後の自覚症状、地震によるけが、主観的健康感、健康関連 QOL（SF 8）、

心的外傷後ストレス障害に有意な差が見られ、身体症状の悪化や健康状態が睡眠状

態に影響していることが報告された 38)。東日本大震災の被災者の睡眠状況について

は、宮城県の沿岸自治体の 3地域に居住する 18 歳以上の住民を対象に実施された健

康状態に関する調査が行われている 40)。この調査の第一回目は、平成 23年 6月から

12 月に実施されており、震災から間もない時期での被災者の健康状態を明らかにし

た。この調査では、睡眠については、2地域の対象者の 4 割が睡眠障害を疑われる状

態であることが示された。また、1 地域の対象者の結果において睡眠障害の関連要因

をみたところ、「震災の記憶がある人」・「仕事を失業した人」は不眠のリスクが

高いことが示され、また経済状況との関連では、やや苦しい・苦しい・大変苦しい

と順を追って不眠のリスクが高くなることなどが示された。 

しかしながら、東日本大震災によって生じた就労状況の変化が被災者の睡眠状況

にどのような影響を及ぼしているかについては、これまでに詳細な検討はされてい

ない。特に、被害の大きかった沿岸部については、産業への打撃に伴い雇用情勢も

深刻であることから、それらの影響を受けた被災者の睡眠状況を把握することは、

精神的健康を理解する上で重要と考えられる。 
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３ 研究目的 

本研究では東日本大震災により甚大な影響を受けた沿岸部自治体の被災者に関し

て、（1）就労状況への影響を性別、年齢階層別、及び産業別に検討し、その影響の

特徴を検証すること、（2）就労状況の変化と、睡眠状況、及び精神的健康との関連

を検証することを目的に分析を行った。 
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４ 研究方法 

4.1 研究対象 

本研究は、宮城県七ヶ浜町と東北大学の共同事業である「七ヶ浜健康増進プロジ

ェクト」の一環としての健康調査に基づくものである。「七ヶ浜健康増進プロジェ

クト」は、東日本大震災後の七ヶ浜町民の健康増進を目的とした七ヶ浜町と東北大

学との取り組みであり、生活実態の把握、相談及び被災者への支援を一体となって

行なっている。その中で、町民への健康調査が 2011 年 10 月から実施されている。

この調査の結果、抑うつなどの精神的健康に顕著な問題が示唆される場合、町役

場、東北大学、及び論文提出者の所属するみやぎ心のケアセンターとで連携して支

援を実施した。本研究では、この調査のうち、一年目のデータを使用して解析し検

証を行なった。また、これらの健康調査を通じて、これまでに心理的苦痛と身体的

疾患との関連、家屋の損壊との関連に関する研究などが報告されている 41-45）。 

対象とした宮城県七ヶ浜町について、町の人口は、平成 22 年 10 月 1 日現在で

20,416人であり 46）、平成 22 年の産業別就業人口は、第一次産業従事者が 304人

（3.3%）、第二次産業従事者が 2,418 人（26.0%）、第三次産業従事者が 6,564人

（70.7%）である 47)。第一次産業の中でも漁業が約 81％、農業が約 19％であり、漁

業の就業者の割合が大きいことが七ヶ浜町の特徴である。漁業については、漁業経

営体数は 183であるが、そのうち 179が個人での経営であり、共同経営が 2、会社、

漁業生産組合がそれぞれ 1で構成されている。また、最盛期の海上作業従事者数は

計 409人であり、そのうち 298 人（72.9%）が家族であり、雇用者は 111 人(27.1%)

である。これらのことから七ヶ浜町の漁業の多くは、個人で、それを家族が支えな

がら営まれていると言える。 
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なお、同年の宮城県の産業別就業人口は、第一次産業が 53,219人（5.0%）、第二

次産業が 234,210 人（22.1%）、第三次産業が 746,752 人（70.5%）であり、産業構

成の比率は七ヶ浜町と同じ傾向を示しているが、第一次産業内の業種別の従事者の

内訳は、農業、林業が 84％、漁業が 16％であり 31)、七ヶ浜町と異なっている。 

七ヶ浜町の地域産業として、伝統的に刺網漁・採貝漁・釣り漁・小型定置網漁、

養殖漁業が盛んに行われてきたが、東日本大震災により、沿岸地域の集落を中心に

町の約 4 割の面積が浸水し、町内にある 8つの港を含めて大きな損害を受けた 48)。

このように七ヶ浜町は、東日本大震災で被災を受けた沿岸地域の典型的な集団の一

つであること、また、東日本大震災後の初期から支援に入っており、地域から調査

への協力も得られたこと、調査を実施する上で、東北大学からの物理的距離や集団

の規模において実行可能性が高かったことから当自治体を調査の対象とした。調査

対象者は、七ヶ浜町に発災当時居住し、住居が大規模半壊以上の被害を受けた世帯

の 18 歳以上の住民とした。七ヶ浜町と共同で健康調査を行うにあたって、東日本大

震災から数ヶ月しか経過していない時期においては、家屋の大規模な補修を含む深

刻な被害を受けた住民への支援のニーズが高いことから、調査の初年度の対象者と

して、より支援の優先度が高いと考えられた大規模半壊以上の被害を受けた住民と

した。 

調査は、2011 年 10 月に以下の方法により実施された。町内に居住していた住民に

ついては、調査の委託を受けた業者の調査員が訪問調査に関する講習を受けた後、

対象となる全ての世帯を訪問し、調査への参加を求めた。町外に居住していた住民

については、東北大学精神科のコメディカルスタッフが、対象となる全ての世帯を

訪問し、調査への参加を求めた。いずれの場合も、同意書は調査に参加を希望した
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住民に対して直接説明され、質問票も併せて手渡された。その後再度訪問し、収集

された。全対象者 2,468 人のうち、1,550 人（63％）が研究への参加に同意の上、参

加した。そのうち、震災前の就労状況について回答したのは 1,494人（男性 710

人、女性 784人）であった。 

 

4.2 就労状況 

2011 年の自記式質問票による年次調査の回答結果を元に、性別、年齢階層別、職

種別、就労状況の変化などにより就労状況の実態を集計した。就労状況については

「震災前、お仕事をしていましたか」と質問し、回答は「していた」「していな

い」のいずれかの選択とした。さらに「していた」と回答した場合には、職業につ

いて「農業」、「漁業」、「鉱業」、「建設業」、「製造業」、「電気・ガス・水

道業」、「情報通信業」、「運輸・郵便業」、「卸売業・小売業」、「金融業・保

険業」、「サービス業（飲食店、観光業、宿泊業）」、「教育・医療・福祉・公

務」、「その他」から当てはまるものに全て選択するように質問した。次に「震災

によってお仕事の状況は変わりましたか」と質問し、回答は「変わった」、「変わ

らない」のいずれかの選択とした。さらに「変わった」と回答した場合には、「ど

のように変わりましたか」と質問し、それに対する回答として「新しく仕事を始め

た（転職を含む）」、「失業した」、「稼ぎが増えた」、「稼ぎが減った」、「そ

の他」から当てはまるものに全て選択するように質問した。震災による就労状況の

変化に対し「失業した」と回答した者のうち、ほかに「新しく仕事を始めた」と回

答していない者を、震災による失業者として解析を行なった。また、職業について

は、日本標準産業分類 49)に従って「農業」、「漁業」を第一次産業、「鉱業」、
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「建設業」、「製造業」を第二次産業、「電気・ガス・水道業」、「情報通信

業」、「運輸・郵便業」、「卸売業・小売業」、「金融業・保険業」、「サービス

業（飲食店、観光業、宿泊業）」、「教育・医療・福祉・公務」を第三次産業に分

類した。「その他」を選択した回答のうち、業種に関する記述の回答があったもの

は、その内容に応じた業種に分類し、業種についての記述がなかったものは「分類

不能」とした。 

 

4.3 本調査の質問票の構成 

本調査の質問票は、これらの質問項目のほかに「被災の健康状態等への影響の調

査」として、医療、食事、たばことお酒、睡眠などに関する質問項目と「震災関連

の健康問題の発生と回復に関係する要因を特定するための調査」として、こころの

元気さ、震災の記憶、現在の暮らし向き、災害ストレスの心身への影響に関する質

問項目によって構成された。 

 

4.4 睡眠及び精神的健康に関する評価 

睡眠については、アテネ不眠評価尺度 Athens Insomnia Scale (AIS) 50,51)により評

価した。同様に、心理的苦痛については Kessler Psychological Distress Scale 

(K-6)52,53）、心的外傷後ストレス反応については出来事インパクト評価尺度 Impact 

of Event Scale - Revised (IES-R)54,55)により評価した。 

睡眠を評価する尺度には、ピッツバーグ睡眠質問票（PSQI）56)や不眠重症度質問

票（ISI）57)なども国内外の疫学研究や臨床研究で広く用いられている質問票である

が、PSQIが計 18項目であるのに対し、AISは計 8項目であり、簡便であると言え



 16 

る。また、ISIは AISと同様に、睡眠時間などの客観的な指標についての評価ではな

く、不眠に関する主観的な体験を評価する尺度である。ISIは過去２週間における不

眠症状を評価するのに対し、AISは過去１か月間の睡眠状況を評価する。本調査は、

被災者を対象とした緊急性の高いものであることから、簡便で、かつ比較的長期間

の睡眠状況を評価することが可能である AISを用いることとした。 

AISは、過去 1 ヶ月間における不眠症状に関して、睡眠の困難性を評価する「寝つ

き」、「夜間中途覚醒」、「早朝覚醒」、「総睡眠時間の充足度」、「睡眠の質の

満足度」の計５項目による質問と、日中の機能障害を評価する「日中の気分」、

「日中の活動度（身体的および精神的）」、「日中の眠気」の計３項目による質問

の合計８項目の質問から構成されている 50)。回答は、4件法（0〜4 点）により得点

化する Likert尺度である。合計得点範囲は、0〜32点で、得点が高くなるほど不眠

の度合いが強いと判定される。合計得点が 3 点以下の場合は、睡眠に問題がないと

され、4〜5点では不眠症の疑いが少しある、6〜9 点では不眠症の疑いがある、10点

以上では医師への相談を促される結果と判定される。本尺度の日本語版はその信頼

性、妥当性が検証済みである 51)。 

K-6は、不安、抑うつを測定する尺度であり、疫学的調査において広く用いられて

いる。過去 30 日間に「神経過敏に感じましたか」、「絶望的だと感じましたか」、

「そわそわ、落ち着かなく感じましたか」、「気分が沈み込んで、何が起こっても

気が晴れないように感じましたか」、「何をするのも骨折りだと感じましたか」、

「自分は価値のない人間だと感じましたか」の 6 項目について、その感じ方を 5件

法により得点化し、24 点が満点である 52)。高得点になる程、精神的健康状態が悪化

していることを示す。カットオフポイントは、4/5 で心理的ストレス相当、9/10 で気分・不
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安障害相当、13 点以上で何らかの重症精神疾患相当を予測するとされる。本尺度の日本

語版は、精神的苦痛を測定する効果的な方法としてその信頼性、妥当性が検証済み

である 53)。 

IES-Rは、Weissによって開発された 22項目の自記入式尺度であり、心的外傷性

ストレス反応を評価する。この尺度は、「再体験症状」、「回避症状」、「過覚醒

症状」3つの下位項目から構成されており、カットオフポイントは 24/25 とされている。

54)。本尺度の日本語版はその信頼性、妥当性が検証済みである 55)。 

 

4.5 統計的分析 

収集したデータに基づき、対象者を、（1）震災以前から就労していなかった群、

（2）震災後失業した群、（3）震災後も就労を継続していた群の 3 群に分類し、

AIS、K-6 、IES-Rの平均点数の違いを一元配置分散分析により検証した。一元配置

分散分析の結果について各群間に差が認められた場合は、Tukey-Kramerの HSD検定

により多重比較を行い検証した。さらに、交絡因子の影響について共分散分析を実

施し検証した。各群間に差が認められた場合は、多重比較検定を行い検証した。AIS、

IES-R、K-6のいずれについても、質問項目を完全に回答したもののみを採点し、欠

損のあるものは除外して評価した。統計解析には JMP58）を使用した。 

 

4.6 倫理的配慮 

倫理的配慮として、訪問する調査員に対しては、調査の事前に専門家による被災

者への対応に関する講習を実施した。調査については、対象者に対し、本調査が七

ヶ浜町と東北大学との共同で行われていること、この調査は東日本大震災によって
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被災された町民の健康状態の確認と、町民の健康づくり支援、健康づくりの行政の

あり方を検討し、より有効な支援の体制を整える目的であること、調査への協力は

本人の自由意思であり、回答を拒否しても不利益を受けることはないことなどを書

面にて説明した。また、個人情報の開示については、介護保険の認定に関する情報

の閲覧、医療受診に関する情報の閲覧、健康診査に関する情報の閲覧に関する同意

に関して、それぞれの項目ごとに同意取得を行なった。さらに、調査の結果、精神

的健康が悪いことが示唆される場合は対応できる体制を取った。本研究は、東北大

学大学院医学系研究科倫理委員会より承認を得たプロトコル（2018-1-535）に従っ

て実施された。 
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５ 研究結果 

5.1 対象者の基本属性 

表 1には対象者の基本属性を示した。東日本大震災前の就労状況について回答し

た対象者 1,494人の年齢構成は、18 歳以上 20 歳未満が 42 人（男性 26人、女性 16

人）、20 歳以上 30 歳未満が 132 人（男性 68 人、女性 64人）、30 歳以上 40 歳未満

が 154人（男性 70 人、女性 84人）、40 歳以上 50 歳未満が 245 人（男性 127人、女

性 118 人）、50 歳以上 60 歳未満が 246人（男性 117人、女性 129人）、60 歳以上

65 歳未満が 149人（男性 73人、女性 76人）、65 歳以上は 526人（男性 229人、女

性 297人）であった。対象者の平均年齢は 55.3歳で、男性は 53.9歳、女性は 56.6

歳であった。津波による被害が甚大であった沿岸地域では、第一次産業が地域の産

業であり、そこに就業していた住民が多いことや、その人口構成についても 65 歳以

上の割合が高いこと、また、我が国では漁業や農業などを中心に 65 歳を過ぎても就

労が継続される傾向にあることを考慮し、本研究においては 65 歳以上の高齢者につ

いても解析対象とした。 

 

5.2 震災前の対象者の就労状況について 

表 2は対象者の震災前の就労状況を示した。就労状況について回答した対象者の

うち、震災前に就労していた対象者は 904人（60.5％）であった。震災前の性別、

年齢階層別の就労者の比率について、男性では、30 歳以上 40 歳未満、40 歳以上 50

歳未満、50 歳以上 60 歳未満では 90％を超えており、65 歳未満の男性の就労者は平

均で 84.4％であった。女性では、20 歳以上 30 歳未満、30 歳以上 40 歳未満、40 歳

以上 50 歳未満、50 歳以上 60 歳未満ではおおむね 70％前後の割合で就労していた。



 20 

65 歳未満の女性の就労者は平均で 67.4％であった。65 歳以上における就労者の割合

は男性で 42.8％、女性で 24.2％であった。 

 

5.3 震災前に就労していた対象者の震災後の就労状況の変化 

震災前に就労していた対象者のうち、震災を契機に失業した人は 173人

（19.1％）であった（表 3）。性別、年齢階層別の失業率は、男性では年齢階層が上

がるにつれてその率も高くなり、65 歳未満の男性の平均が 9.1％、65 歳以上の男性

が 33.7％であった。女性については、20 歳以上 30 歳未満、30 歳以上 40 歳未満、40

歳以上 50 歳未満の年齢階層では 10％前半であるが、その後の年齢階層では失業率が

高まった。65 歳未満の女性の平均が 20.7％、65 歳以上の女性が 48.6％であった。

失業者がいなかった 20 歳未満の階層を除き、失業率は全ての階層で女性が男性を上

回った。失業は、男女及び各年齢階層ともに広く影響が及んでいたが、とりわけ、

女性及び 65 歳以上の男女に顕著であった。 

 

5.4 震災前に就労していなかった対象者の震災後の就労状況の変化 

 震災前に就労していなかった対象者の震災後の就労状況の変化について、震災後

に就労したのは男性 11 人、女性で 12 人と少なかった（表 4）。性別、年齢階層別に

みると、男性では、新たに就労した 11 人のうち、20 歳未満が 4人、20 歳以上 30 歳

未満が 3人であり、若年の年齢階層が 6 割以上を占めた。女性においても、20 歳未

満が 4人、20 歳以上 30 歳未満と 30 歳以上 40 歳未満の年齢階層がそれぞれ 2人であ

り、若年から中年の年齢階層で 6 割以上を占めた。65 歳以上の年齢階層では、男性

の就労はなく、女性においても 2人のみであった。 



 21 

 

5.5 震災前に就労していた対象者の性別、年齢階層別、及び産業別の就労状況 

震災前に第一次産業に従事していた対象者の割合は、65 歳未満では、男性は平均

で 12.1％、女性は平均で 11.0％であるのに対し、65 歳以上では男性が 57.6％、女

性が 49.3％であった（表 5）。年齢階層別では、男性は、20 歳以上 30 歳未満の年齢

階層から 60 歳以上の 65 歳未満まで第三次産業の就業者が最も高く、女性も 20 歳未

満の年齢階層から同様の特徴が見られた。また、65 歳以上の男性の第二次産業の従

事者は 12.0%、第三次産業の従者者は 27.2%、65 歳以上の女性の第二次産業の従事者

は 4.0%、第三次産業の従事者は 38.7%であった。65 歳未満の各年齢階層の男女は第

三次産業への就労の比率が高く、65 歳以上の男女は第一次産業への就労の比率が高

いことが示された。 

 

5.6 震災後に失業した対象者の性別、年齢階層別、及び産業別の状況 

震災後の失業率を産業別でみると、第一次産業が 37.0％、第二次産業が 15.5％、

第三次産業が 15.6％であり、第一次産業従事者への影響が甚大であることが示され

た（表 6）。その詳細について性別及び年齢階層別では、第一次産業において男性

は、20 歳未満の年齢階層を除いて全てに失業者がおり、特に 50 歳以上 60 歳未満の

年齢階層の失業率が高くなっている。65 歳未満の失業率の平均は 21.2%であるが、

65 歳以上の失業率は 38.9％であり、65 歳以上の高齢者への影響が大きいことが明ら

かになった。女性は、65 歳未満の女性の平均の失業率が 48.7%、65 歳以上の女性の

失業率が 43.2%と、広範囲な年齢層で高かった。第二次産業では、男性は 65 歳未満

の平均の失業率は 5.7%であったのに対し、65 歳以上では 46.7%であり、65 歳以上へ
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の影響が大きかった。女性は、対象者のいない 20 歳未満の年齢階層を除き全ての年

齢階層に影響が及んでいるが、特に 50 歳以上 60 歳未満で 42.9%、60 歳以上 65 歳未

満で 41.7%と高く、65 歳未満の平均の失業率も 27.1%と高かった。また、65 歳以上

も 33.3%と高かった。第三次産業では、男性は 65 歳未満の平均の失業率が 9.3%、65

歳以上の失業率が 23.5%であり、第一次産業、第二次産業に比べて低かった。女性

は、20 歳未満の年齢階層を除き全てに失業者がおり、特に 30 歳以上 40 歳未満の年

齢階層から年齢階層が上がるにつれて失業率も増加した。65 歳未満の平均の失業率

は 15.6％であったのに対し、65 歳以上の失業率が 55.2%と高かった。 

 

5.7 震災後も同じ職場で就労を継続した対象者の収入の変化 

震災後も同じ職場で就労を継続した就労者について、震災後の収入の増減を検討

した（表 7）。震災後も同じ職場で就労を継続していた 709人のうち、収入が増加し

た就労者は 36人、収入が減少した就労者は 177人であった。収入が増加した就労者

について、性別では男性は 34人、女性は 2人であり、その多くが男性であった。ま

た、性別及び産業別では、収入の増加した男性の平均が、第二次産業で 17.1%だった

が、第一次産業では 4.5%、第三次産業では 4.7％にとどまった。一方、震災後収入

が減少したと回答した就労者について、性別及び産業別では、男性の平均が第一次

産業で 47.8%だったが、第二次産業では 16.3％、第三次産業では 19.6%であり、業種

によって収入の状況に格差があることが示された。また、65 歳以上の女性では業種

によらず震災後の収入が減少したと回答した割合が高かった。 

 

5.8 震災前後の就労状況の違いによる 3 群間の各精神的健康の指標の検定 
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本調査において、震災以前から就労していなかった群、震災後に失業した群、震

災後も就労を継続していた群の３群間の AISの平均点数の違いについて一元配置分

散分析を行った（表 8）。AISの平均は、震災以前から就労していなかった群が

4.76、震災後に失業した群が 6.11、震災後も就労を継続していた群が 4.57（標準偏

差はそれぞれ 4.05、3.99、3.50）であり、３群間に有意な差を認めた（P < 

0.01）。Tukey-Kramerの HSD検定では、震災以前から就労をしていなかった群と震

災後に失業した群との間に有意な差を認めた（P < 0.01）。また、震災後に失業し

た群と震災後も就労を継続していた群にとの間に有意な差を認めた（P < 0.01）。

各群間を構成する対象者の年齢に有意差があるため(P < 0.01)、年齢を交絡因子と

して共分散分析を行った。その結果においても、3 群間の AISには有意な差を認め

（P < 0.01）、年齢と就労状況との間に有意な交互作用は認められなかった(P = 

0.37)。Tukey-Kramerの HSD検定では、震災以前から就労をしていなかった群と震災

後に失業した群との間に有意な差を認めた（P < 0.01）。また、震災後に失業した

群と震災後も就労を継続していた群にとの間に有意な差を認めた（P < 0.01）。年

齢のほかに性別、居住先、既往歴、喫煙歴、飲酒歴を説明変数に加えて共分散分析

を行なったところ、3 群間の有意な差が再現された（P < 0.01）。 

AISの各質問項目の平均値について、就労状況の違いによる 3 群間での比較を行っ

た（表 9）。その結果、「寝つき」「夜間中途覚醒」「早朝覚醒」については、震災

後も就労を継続していた群に比べて震災後に失業した群との間に有意な差が認めら

れ（P < 0.01）、震災後に失業した群の睡眠の困難性が高かった。また「日中の気

分」「日中の活動」についても、震災後も就労を継続していた群に比べて震災後に
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失業した群との間に有意な差が認められ（P < 0.01）、震災後に失業した群の日中

の機能障害が強かった。 

3 群間の K-6の平均点数の違いについて一元配置分散分析を行った。その結果、K-

6の平均は、震災以前から就労していなかった群 5.26、震災後失業した群 5.90、震

災後も就労を継続していた群 4.97（標準偏差はそれぞれ 4.84、4.86、4.56）で、3

群間に有意な差を認めなかった（P ＝ 0.08）。 

同じく 3 群間の IES-Rの平均点数の違いについて一元配置分散分析を行った。

IES-Rの平均は、震災以前から就労していなかった群 21.07、震災後に失業した群

22.22、震災後も就労を継続していた群 17.94（標準偏差はそれぞれ 16.61、15.57、

14.77）で、3 群間に有意な差を認めた（P < 0.01）。Tukey-Kramerの HSD検定で

は、震災後失業した群と震災後も就労を継続していた群に有意な差を認めた（P < 

0.01）。また、震災以前から就労していなかった群と震災後も就労を継続していた

群との間に有意な差を認めた（P = 0.01）。しかし、各群間を構成する対象者の年

齢に有意差があるため(P < 0.01)、年齢を交絡因子として共分散分析を行ったとこ

ろ、就労に関する 3 群間で IES-Rに有意差はなかった（P = 0.22）。また、年齢以

外に性別、居住先、既往歴、喫煙歴、飲酒歴を説明変数に加えて共分散分析を行な

ったが、3 群間の有意な差は認められなかった（P = 0.43）。 
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６ 考察 

本研究では東日本大震災により甚大な影響を受けた沿岸部自治体の被災者につい

て、（1）就労状況への影響を性別、年齢階層別、及び産業別に検討し、その影響の

特徴を検証すること、（2）就労状況の変化と、睡眠状況及び精神的健康との関連を

検証することであった。 

 

6.1 就労状況への影響を性別、年齢階層別、及び産業別に検討し、その影響の特徴

の検証について 

6.1.1 震災前の就労状況の特徴について 

平成 22 年時点の高齢者就業率の全国平均は男性が 27.8％、女性が 13.1％であっ

た 59)のに対し、本調査に基づく七ヶ浜町の東日本大震前の高齢者就業率は、男性で

42.8％、女性で 24.2％であり、全国平均に比べて高かったと考えられる。さらに、

65 歳以上の男女が従事する割合の高い産業は、第一次産業であった。この傾向は、

全国的にも同様の特徴があり、平成 22 年の国勢調査では、65 歳未満の男女は第二次

産業、第三次産業に従事する割合が高いのに対して、65 歳以上の男性では 45.5%

が、女性では 46.2%が第一次産業に従事していた 61)。65 歳以上の男女が第一次産業

に従事する割合が大きい傾向は、宮城県及び七ヶ浜町においても同様であった

31,47,60)。高齢者が第一次産業の主な担い手であること、また七ヶ浜町は太平洋に面し

ており、漁業が地域の産業の一つに構成されていることから、震災前の高齢者の就

業率の高さに反映されていたと考えられる。 

 

6.1.2 就労者の震災後の失業率について 
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次に、震災後の失業について、震災を契機に失業した人は全体で 19.1％であっ

た。産業別では、第二次産業従事者が 15.5％、第三次産業従事者が 15.6％に対し

て、第一次産業従事者の失業率は 37.0％と高かった。また、いずれの産業において

も男性に比べて女性の失業率が高かった。性別及び年齢階層別では、65 歳未満の年

齢階層の平均の失業率は、男性が 9.1％、女性が 20.7％であったのに対し、65 歳以

上の高齢者では、男性が 33.7％、女性が 48.6％であり、65 歳以上の男女の失業率が

高かった。 

第一次産業従事者の失業率が他の産業に比べて高かった背景としては、東日本大

震災による第一次産業への被害が甚大であったことが挙げられる 11,12）。そこに従事

していた高齢者の割合が高かったことから、失業率も高くなったと考えられた。第

一次産業のなかでも、男性の失業率が 31.5%であるのに対し、女性は 46.1％であ

り、女性の失業率が高かった。その背景の一つとして、第一次産業の従業上の地位

の特徴が考えられる。平成 22 年国勢調査最終報告書によると、産業別の就労者の従

業上の地位の割合について、第二次産業及び第三次産業では、雇用者（役員含む）

の占める割合は 89％を超えているのに対し、自営業主（家庭内職者を含む）の割合

はそれぞれ 8.3%、7.9%であり、家族従業者の割合はそれぞれ 2.3%、2.7%であった

61)。一方、第一次産業では、雇用者（役員含む）の割合が 18.5%であるのに対し、自

営業主（家庭内内職者を含む）の割合は 45.4%、家族従業者の割合は 36.0%であり、

第二次産業、第三次産業と比べるとその比率が大きく異なっていた。その中でも、

第一次産業に従事する女性の家族従業者の割合は 72%を超えていた。また、七ヶ浜町

の平成 20 年の最盛期の海上作業従事者数 409名のうち 72.9%が家族であった 47)。家

族従業者は、「農家や個人商店などで，農仕事や店の仕事などを手伝っている家
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族」と定義されているが 62)、これらの数値から、第一次産業は、女性が家族従業者

として仕事を手伝うことで営まれてきたことが特徴であり、七ヶ浜町においてもそ

の特徴がみられることから震災による影響も大きかったことが考えられる。 

なお、家族従業者の失業率については、本調査の就労状況に関する質問である「震

災前、お仕事をしていましたか」について、自営業を手伝う家族従業者が「していた」と回答

するか、あるいは手伝いということで「していなかった」と回答するかなど、どのように回答する

かは回答者の判断に任せて実施した。国勢調査などでは、これら自営業を手伝う家族も就

業者に含まれるが、本調査では、複数の家族構成員で自営業に携わる場合などの就労の

実態については曖昧さが残る可能性がある。この質問について、回答者が、自らが主となっ

て仕事をしていると捉えず、仕事を手伝っているとの認識から、「していた」に回答したかどう

かが不明であり、そのため、「していなかった」と回答していたことも予測される。その場合

は、家族従業者の失業は更に多かった可能性が考えられる。 

産業によらず男性に比べて女性の失業率が高かった背景については、男女の従業

上の地位の特徴が考えられる。平成 22 年国勢調査産業等基本集計結果では、15 歳以

上の全ての年齢階層において、男性は女性に比べて正規の職員・従業員が占める割

合が高く、また女性は男性に比べて、パート・アルバイト・その他が占める割合が

高い 30)。パート・アルバイト・その他といった、いわゆる非正規雇用者について

は、その就労の継続が景気や企業の経営状況に大きく左右されることはこれまでも

指摘されている 63,64)。災害により企業の事業が不可能になった場合のみならず、事

業が継続可能であったとしても不安定な経営状態などにおいては、これらの雇用形

態での就労者は、解雇されやすく、結果として失業に至ったことが考えられた。こ

のことは、男女ともに 65 歳未満に比べて 65 歳以上に失業率が高かった背景として
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も共通していると考えられる。同じく平成 22 年国勢調査産業等基本集計結果では、

65 歳以上の男性の就業上の地位は、雇人のない業主（家庭内職者を含む）が 34.8%

で最も高く、次いで、パート・アルバイト・その他が 22.7%となっており、正規の職

員・従業員は 13.1%と低かった。女性では、家族従業者が 30.7%、パート・アルバイ

ト・その他が 30.1%であり、正規の職員・従業員は 10.2%と低かった。このことか

ら、65 歳以上の男女ともに正規雇用の割合が低く、非正規雇用や個人あるいは家族

経営としての形態での就業の割合が高く、震災による影響を受けやすいことが考え

られた。このほか、女性及び 65 歳以上の男女の失業率が高い背景として、震災によ

って家族内での役割の変化が生じた可能性が考えられる。平成 22 年度の国民生活に

関する世論調査にある働く目的に関する調査項目に対し、男女のいずれの年齢階層

も「お金を得るために働く」との回答割合が最も高いものの、その他に「社会の一

員として務めを果たすために働く」と回答した割合が、男性では 50 歳代、60 歳代、

70 歳以上の年齢階層でそれぞれ 2割を超えていた 65)。また、「生きがいを見つける

ために働く」と回答した割合は、男女ともに、60 歳代の年齢階層で 2割を超え、女

性の 70 歳以上の年齢階層では 3 割を超えており、年齢が高くなるにつれて就労の目

的も多様化する傾向があると考えられる。そのため、経済的な側面を最優先に考慮

しなくてもよい家計の状況であった場合、震災を機に、働くことよりも自分自身や

家族の健康管理、生活管理に時間や労力の重きを置くことを優先するなど自己都合

で失業に至ったほか、家族からの要請により非自発的な理由から職を離れることを

余儀なくされるなど、家族内での役割が再検討されることにより、失業に至ったの

ではないかと考えられる。 
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また、震災後に失業した後から調査時点までの間に、仕事に就業することができ

てない背景として、いくつかの要因が考えられる。一つは、震災前に就労していた

職種や業種が就業できる状況まで復旧、回復できていないことである。特に、被害

の大きかった第一次産業について、平成 23年 8月 26日に公表された政府の東日本

大震災復興対策本部がとりまとめた水産に関する復興施策によると、漁港について

は、平成 23年度末までに漁港内のがれき撤去等の応急復旧を実施し、併せて漁港設

備等の復旧などに取り組むこととされ、また養殖施設に関しては平成 23年度末まで

に養殖業再開希望者の概ね 5割の養殖設備の整備を目標とされている 66)。本調査が

実施された時期においては、復旧に向けた取り組みが本格的に始まった段階であ

り、就業が可能な状況まで回復してなかったことが考えられる。 

次に、雇用状況に関するミスマッチが生じていることである。特に、沿岸部にお

いては復興に伴う建築や土木に関する需要が高まるが、それらに就業するには関連

する資格や技能を必要として求職が多く、求職者の希望内容と合わない、いわゆる

雇用のミスマッチが生じていることはこれまでも報告されている 14,17,20,21）。特に、

沿岸部の女性については、被災 3県の雇用保険受給者のうち女性の占める割合が上

昇していることから、雇用情勢は厳しい状況にあるとの指摘もされている 17）。こう

した背景から、女性や高齢者の新たな就職につながっていないことが考えられる。   

そのほか、震災に伴い社会生活への影響が続いている中で、就労することよりも

家族内の役割を優先、あるいは余儀なくされている状況が継続していることも新た

な就労に繋がっていない背景として考えられる。 

 

6.1.3 震災後も同じ職場で働いている人の収入の状況について 
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震災後に失業には至らず、同じ職場で就労を継続している対象者についても、第

一次産業従事者の半数以上が、収入が減ったと回答した。この点においても、第二

次産業従事者及び第三次産業従事者と比べて大きな影響が及んでいることが示され

た。また、震災後も同じ職場で就労を継続している対象者の中でも、いずれの業種

においても、65 歳以上の女性は収入が減ったと回答する人が顕著に多く、東日本大

震災は沿岸地域の高齢女性の就労状況、経済状況に大きな影響をもたらしたと考え

られる。東日本大震災前は、定年制度がない漁業・農業を中心に生活を営んでいた

高齢者が、震災により職を喪失し、社会生活に影響が及んでいる可能性が改めて明

らかとなった。 

 

6.2 就労状況の変化と、睡眠状況及び精神的健康との関連についての検証 

6.2.1 就労状況の変化と睡眠状況との関連について 

就労状況の変化と睡眠状況について、一元配置分散分析と Tukey-Kramerの HSD検

定を実施した。その結果、AISの平均は、震災後に失業した群が 6.11 であったが、

震災後も就労を継続していた群は 4.57、震災以前から継続して就労していなかった

群は 4.76であり、震災後に失業した群は他の 2群よりも有意に高い睡眠状況の不良

を示していた。震災後に失業した群はカットオフである 5点を超える数値であり、

他の２群はカットオフ未満の数値であることからも、睡眠状況に顕著な差があった

と考えられる。 

65 歳以上の男女に失業者が多いということが本調査から明示された一方、一般に

高齢者の方が不眠を呈し易いため 67-70）、年齢を共変量として投入し、共分散分析を

行った。その結果においても、就労状況についての 3 群間の AISに有意な差を認め
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た一方、年齢と就労状況との間に有意な交互作用は認められず、就労状況と年齢は

独立に不眠と関連していることが示された。また、年齢以外に性別、居住先、既往

歴、喫煙歴、飲酒歴を説明変数に加えて共分散分析を行なったところ、3 群間の有意

な差が再現されたことから、震災による就労状況の変化は年齢分布の相違を考慮し

ても睡眠状況に有意に影響すると考えられる。 

先行研究では、災害後に被災者の睡眠状況が悪化することが指摘されており 35-

40）、また、失業が就労者の精神的健康に影響を及ぼすことも指摘されている 71-74)。

災害後の被災者の不眠については、雇用や教育水準、収入などの社会経済的地位と

いった客観的な社会経済的要因に加え、主観的な社会経済的状態の評価も大きく関

与し、それらの社会経済的不安感と不眠との関連について、今後の生活に関する不

安感や収入が減少することに対する不安感があるほど、不眠のリスクが高いことが

報告されている 39)。解析を行なった３群のなかで震災後に失業した群は、家屋の被

害に加え、失業という社会経済的な問題を新たに抱えている点は他の２群と異なっ

ており、それらが睡眠状況に影響した可能性が考えられる。さらに、失業が就労に

よって獲得してきた社会的役割や地位を失わせ、自信や自尊心を低下または喪失さ

せる 74)など被災者の心理社会的側面に影響をもたらしたことが、睡眠状況の不良と

して表出した可能性が考えられた。 

 

6.2.2 就労状況の変化と精神的健康との関連について（K-6） 

就労状況の変化と K-6について、一元配置分散分析を実施した。その結果、K-6の

平均は、震災以前から就労していなかった群が 5.26、震災後に失業した群が 5.90、

震災後も就労を継続していたが群 4.97で、3 群間に有意な差を認めなかった。しか
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し、震災後に失業した群と震災以前から就労していなかった群の平均は、カットオ

フの 4/5 を上回っており、心理的ストレス相当であると考えられた。震災後も就労

を継続していた群もそれに近い数値であることから、被災者の多くが被災後の生活

において心理的に不安を抱えていることが明らかになった。 

また、今回の解析の結果では、AISについては、就労状況の違いによる 3 群間の平

均の差は有意であったが、K-6については、AISと同様の傾向は認められるものの、

その差は有意ではなかった。AISと K-6のデータは相関していることが確認されてい

る。これらのことから、就労状況の違いによる影響は、睡眠には鋭敏に影響が出る

一方で、心理的苦痛には、睡眠ほど鋭敏に現れないのではないかと考えられた。 

 

6.2.3 就労状況の変化と精神的健康との関連について（IES-R） 

就労状況の変化と IES-Rについて、一元配置分散分析での検定を実施した。その

結果、IES-Rの平均は、震災以前から就労していなかった群が 21.07、震災後失業し

た群が 22.22、震災後も就労を継続していた群が 17.94であった。カットオフの

24/25 に比べては低いものの、特に震災後に失業した群と震災以前から就労してない

なかった群はカットオフに近い数字であった。この結果から、即座に医療を含めた

対応の必要性がある水準ではないものの、震災によるストレス反応は広く住民に残

存していると考えられた。 

震災前後の就労状況の違いによる 3 群間で有意差を認めるものの、年齢を交絡因

子として共分散分析を行ったところ、就労状況についての 3 群間で IES-Rに有意な

差は認められなかった。また、年齢以外に性別、居住先、既往歴、喫煙歴、飲酒歴
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を説明変数に加えて共分散分析を行なったが、3 群間の有意な差は認められなかっ

た。 

先行研究では、失業や社会経済的地位の低下などの要因と心的外傷後ストレス反

応との間に有意な関連性が示されたが 27,28）、本研究では、就労状況と心的外傷後ス

トレス反応との間に有意な関連性は認められなかった。しかしながら、交絡因子と

して対象者の年齢を考慮しない場合、就労状況と心的外傷後ストレス反応との間に

有意な関連が認められたことは注目すべき点である。本研究においては、災害後に

失業した人の割合について、また、心的外傷後ストレス反応の得点について、高齢

者と若年者との間に有意な差が認められたため、年齢を交絡因子として分析を行っ

た結果、年齢が就労状況及び心的外傷後ストレス反応の両方に強い相関を示した。 

就労状況と心的外傷後ストレス反応との関連について取り扱った先行研究では、

交絡因子として年齢を考慮しておらず 27)、また、就労状況に関するサブグループ間

の年齢分布の違いについて詳細に説明されていなかった 28)。このように、就労状況

と心的外傷後ストレス反応との関連に対する年齢の潜在的な交絡因子としての影響

が見落されている可能性がある。その他にも、本研究の結果は第一次産業で就労し

ていた高齢者の割合が多いという地域特性が反映されていると考えられる。 

以上のことから、本研究において行なった３つの尺度では、就労状況の変化として失

業が睡眠に及ぼす影響の可能性が示された。震災後に失業したことと睡眠状況の不良

との関連は、震災後に失業したことが睡眠状況を悪化させる側面と、睡眠状況の悪

化が就労状況に悪影響を及ぼす側面との両側面によるものと考えられる。 

本研究によって、大災害が生じた場合、就労状況に及ぼす影響は、地域特性を踏

まえて検討する必要が改めて示された。今後、第一次産業の割合が高い沿岸部や農
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村部、山間部などにおいて災害が生じた場合、第一次産業の従事者全体に影響が及

ぶことが考えられるが、特に女性や 65 歳以上の高齢者が収入の減少や失業に至るこ

とが示唆された。このことから、災害後の支援においては、被災地域の産業構造や

産業の特徴を踏まえ、被害の大きかった産業に従事していた就労者、女性、及び高

齢者の就労に関する実態とニーズを把握し、それらの層を対象とする雇用の創出や

就労支援を積極的に検討する必要性が示唆された。 

災害後に就労が果たす役割は、生活基盤を再構築するために収入を得ることに留

まらず、社会的役割の維持あるいは再獲得、他者との交流を促進する機会の創出、

自身や自尊心の回復など、様々な側面において重要であると考えられる。従って、

被災地域の産業の復興と、被災地域の住民の就労が可能となる雇用の創出及び就労

支援は、被災地域の精神的健康の改善の観点からも重要であること、また、就労支

援と睡眠指導を含む精神的健康の増進に向けた支援を配慮した統合的な取り組みが

望ましく、双方を有機的に行うことが有効であると考えられた。 

本研究において、東日本大震災による就労状況の変化と、睡眠状況及び精神的健

康との関連を検証する上では、いくつかの限界があると考えられる。第一に、本研

究では、東日本大震災前後の就労状況への影響を性別、年齢階層別、及び産業別に

集計することを一義的な目的とし、就労状況の変化と精神的健康との関連について

は、予備的な検討に留まっている。災害に関連して精神的健康に影響を及ぼす要因

としては、就労状況の影響のほかに、震災前後の心身の健康の状態 41,42)、家屋被災

の影響やその見通し 43)、人との繋がり,44)、怪我の有無 45)、精神疾患やトラウマ体験

の既往、家族との同居の有無などが挙げられるが、今回の解析では、これらの要因

との交絡は検討されていない。また、婚姻、世帯の総収入、扶養家族の有無、学歴
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などの要因については、情報の集積ができなかったため解析に加えられず、BMIにつ

いては調査の質問項目に含まれていたものの欠損値が多かったため、解析に加えら

れなかった。今後、就労状況への影響と睡眠状況、及び精神的健康との関連につい

て結論づけるためには、これらの要因を統合して解析する必要がある。第二に、本

調査では、震災前と震災後の就労状況については調べているものの、その変化の理

由については調べておらず、震災前に就労していた人の震災後に失業した理由が、

震災による直接の影響かどうかについては確定できない。第三に、今回の解析は、

2011 年の結果に基づく横断的な解析により、東日本大震災前後の就労状況の変化と

睡眠状況及び精神的健康との関連について調べるに留まっており、就労状況の変化

と睡眠状況及び精神的健康との間の因果関係については、2011 年度以降の調査結果

を縦断的に解析し検証することが必要である。第四に、震災が高齢者の就労状況に

及ぼした影響については、震災前に就労していた高齢者（男性 98 人、女性 72 人）

の変化であり、限られた集団での結果として捉える必要があると考えられる。第五

に、失業の定義についてである。本調査では、震災後の就労状況の変化に関する質

問の中で「震災後、仕事の状況は変わりましたか」とし「変わった」との選択した

場合、次の質問では「どのようにかわりましたか」とし、その回答の選択肢に「新

しく仕事を始めた」「失業した」「稼ぎが増えた」「稼ぎが減った」「その他」を

設定した。本研究では、この質問で「失業した」を選択し「新たな仕事を始めた」

を選んだ者を除く対象者を「失業者」とした。しかしながら、これらの質問では、

国勢調査などで用いる失業の条件を今回の調査対象者が満たしているかどうかが確

認できず、不明である。また、失業したと答えた回答のなかには「廃業」や「休

業」も含まれている可能性や、家族従業者の就労状況が正確に反映されていない可
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能性がある。第六に、統計学的解析についてである。本研究では K-6の解析方法と

して平均値を算出し、それを評価した。K-6については 3つのカットオフで解析する

ことで、より妥当な考察が可能になると考えられる。第七に、本研究は対象集団の

比較対照がないため、被災者の就労状況への影響や被災者の就労状況の変化、睡眠

状況及び精神的健康の変化が東日本大震災の直接的な被害に起因するものなのか、

直接的な被害はなかったものの間接的な影響が派生して生じたものなのかについて

は確定されていない。そのため、今回の解析で得られた内容が他の被災した自治体

に一般化できるかについては不明である。今回の解析結果を一般化するためには、

七ヶ浜町の特徴である、地理的に沿岸部に位置していること、産業構造として第一

次産業の中でもとりわけ漁業が中心に営まれていること、人口構造として高齢化率

が高いことなどを持ち合わせた自治体に関する解析、さらには内陸部に位置して、

東日本大震災から直接的な影響が少なかった自治体を対照として、それに関する解

析が必要であると考える。 
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7 結論 

（1）東日本大震災が被災者の就労状況に及ぼした影響の特徴の検証について 

第一次産業従事者、女性及び 65 歳以上の高齢者について、収入の減少や失業率に

大きな影響が及んでいた。また、その背景には、災害による第一次産業への被害の

大きさ、第一次産業を担う従事者の構成、影響を受けやすい従業上の地位や雇用形

態での就労であることなどが考えられた。 

（2）東日本大震災による被災者の就労状況の変化と、睡眠状況及び精神的健康との

関連の検証について 

震災後に失業した群の AISは他の 2群よりも有意に高く、睡眠状況が不良である

ことが明らかになった。本研究において行なった 3 つの尺度では、就労状況の変化とし

て失業が睡眠に及ぼす影響の可能性が示された。 
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表 1. 対象者の基本属性 

 

注１）調査時点で七ヶ浜町における避難所は全て閉鎖されており、避難所は含まれて

いない。 

注２）BMIの区分けは日本肥満学会が定めた基準によるものである。 
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表２. 震災前の性別及び年齢階層別の就労状況 人数（％） 
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表３. 震災前に就労していた対象者の震災後の就労状況の変化 人数（％） 

 

 

 



 49 

表４. 震災前に就労していなかった対象者の震災後の就労状況 人数（％） 
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表５. 震災前に就労していた対象者の性別、年齢階層別、及び産業別の就労状況 人数（％） 

 

*同一人物が異なる産業に従事している場合あり 
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表６. 震災後の失業者の性別、年齢階層別、及び産業別の状況 人数（％） 

 

*同一人物が異なる産業に従事している場合あり    N/M: not meaningful 
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表７. 震災後も同じ職場で就労を継続した対象者の収入の変化 人数 （％）

 

*同一人物が異なる産業に従事している場合あり    N/M: not meaningful
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表８. 震災前後の就労状況の違いによる 3群間の各精神的健康の指標の検定 

 
a: 震災前から就労していなかった群 vs. 震災後に失業した群 

b: 震災後に失業した群 vs. 震災後も就労を継続していた群 

c: 震災前から就労していなかった群 vs. 震災後も就労を継続していた群 

ANOVA = 一元配置分散分析; HSD = Tukey の HSD（Honestly Significant Difference）検定; ANCOVA = 共分散分析; SD = 標準偏

差 
* P < 0.05, ** P < 0.01  
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表９. 震災前後の就労状況の違いによる 3群間の AIS の質問項目の検定 

 

a: 震災前から就労していなかった群 vs. 震災後に失業した群 

b: 震災後に失業した群 vs. 震災後も就労を継続していた群 

c: 震災前から就労していなかった群 vs. 震災後も就労を継続していた群 

ANOVA = 一元配置分散分析; HSD = Tukey の HSD（Honestly Significant Difference）検定; ANCOVA = 共分散分析; SD = 標準偏

差 
* P < 0.05, ** P < 0.01 
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20 歳以上用 

  

 

  

 

このアンケート調査は、七ヶ浜町と東北大学との共同事業として行われています。この調査

を行うことで、東日本大震災によって被災された町民の方々の健康状態を確かめ、今後、皆

様への健康づくり支援と七ヶ浜町の健康づくり行政のあり方を検討し、より有効な支援の体

制を整えたいと考えています。また、この調査により、災害の心身への影響や災害後の健康

増進のあり方に有効な知識を蓄積し、今後の対策にも活かしていくことを目指します。 

 本調査は「被災の健康状態等への影響の調査」と「震災関連の健康問題の発生と回復に関

係する要因を特定するための調査」という 2 つの調査から成り立っています。 

本調査へのご協力はご本人の自由意思によるものであり、回答を拒否しても不利益を受ける

ことはありません。調査にご協力いただいた方には、お手間をかけたことへの謝意をこめて、

お一人あたり 1000 円分の QUO カードを調査票回収時にお渡し致します。 

本調査の詳細につきましては、説明文書（別紙）をご参照ください。 

皆様のご理解とご協力をお願い申し上げます。 
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（アンケート票） 
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2 

【１】医療に関しておたずねします。 
 
（１） 健康状態はいかがですか。当てはまるもの１つに○を付けてください。 

 

  ａ．とても良い    ｂ．まあ良い    ｃ．あまり良くない    ｄ．良くない 

 

 

（２） 震災前に次の病気で治療を受けていましたか。当てはまるものすべてに○を付けてください。 

 

  ａ．脳卒中  ｂ．高血圧 ｃ．心筋梗塞・狭心症 

 

  ｄ．腎臓の病気  ｅ．肝臓の病気  ｆ．糖尿病 

 

  ｇ．胃・十二指腸潰瘍  ｈ．結核・肋膜炎 ｉ．関節炎 

 

  ｊ．骨粗しょう症 ｋ．がん ｌ．高脂血症（コレステロール・中性脂肪が高い） 

 

  ｍ．ぜん息・肺気腫・慢性気管支炎  ｎ．貧血 

 

  ｏ．歯科疾患 ｐ．特定疾患（難病） （ ） 

 

  ｑ．アレルギー ｒ．その他 （ ） 

 

 

（３） 上で○をつけた付けた病気のうち震災後に、治療（お薬など）を中断したものはありますか。 

 当てはまる記号を（２）の選択肢から選び、すべてを記入してください。 

  

     

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 震災後、新たにかかった病気やけがについて、当てはまるものすべてに○をつけてください。 

 （かぜ、不眠、胃腸炎、こころの不調など、何でも書いてください）。 

 

 

a． インフルエンザ b． 肺炎  c． 感染性胃腸炎 

d． かぜ  e． 不眠    

f． その他（   ）    

記号を記入してください 
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【２】食事についておたずねします。 

 
（１） １日の食事の回数について教えてください。 １日に（   ）回 

 

（２） ここ数日を振り返って、次の食品を１日あたりどのくらい食べられていますか。それぞれ当てはま

るもの１つに○を付けてください。 
 

 １日あたり 

1) ごはん、パン、麺など ０回 １回 ２回 ３回 ４回以上 

2) 肉 ０回 １回 ２回 ３回 ４回以上 

3) 魚、貝など ０回 １回 ２回 ３回 ４回以上 

4) 卵 ０回 １回 ２回 ３回 ４回以上 

5) 豆腐、納豆など ０回 １回 ２回 ３回 ４回以上 

6) 野菜 ０回 １回 ２回 ３回 ４回以上 

7) くだもの ０回 １回 ２回 ３回 ４回以上 

8) 牛乳・ヨーグルト・チーズなど ０回 １回 ２回 ３回 ４回以上 

 

【３】タバコとお酒についておたずねします。 

 
（１） タバコを吸っていますか。震災前と現在の喫煙本数を教えてください。吸っていない場合は 

 ０本として、数字を記入してください。  
             
             

   震災前      現在    

  １日に  本    １日に  本   

             
 
 

            

（２）お酒を飲みますか。震災前と現在の飲酒回数と量を教えてください。１週間の飲酒回数と１回 

 の飲酒量を数字で記入してください。飲まない場合は０として、数字を記入してください。 
             

             

   震災前      現在    

  週  回    週  回   

             

  １回に  合    １回に  合   

             

             
 

＊各種アルコール換算表。うすめて飲むときはもとの量で計算してください。 
 
焼酎１合は・・・・・・・・・・・・ 日本酒 １．５合 

ビール中びん（500ml）１本は ・・ 日本酒 １合 

ウイスキーダブル１杯は・・・・・・ 日本酒 １合 

ワイン２杯は・・・・・・・・・・・ 日本酒 １合 

 

にあたります。 
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【４】お仕事の状況についておたずねします。 

 

（１）震災前、お仕事をしていましたか。当てはまるもの１つに○を付けてください。 

 

ａ．していた   b．していない（年金生活者、主婦、学生、無職を含む） 

 

 職業について、当てはまるもの全てに○を付けてください。 

 ａ．農業 b．漁業 ｃ．鉱業 

 ｄ．建設業    ｅ．製造業    ｆ．電気・ガス・水道業 

 ｇ．情報通信業    ｈ．運輸・郵便業    ｉ．卸売業・小売業 

 ｊ．金融業・保険業    ｋ．サービス業（飲食店、観光業、宿泊業） 

 ｌ．教育・医療・福祉・公務 ｍ．その他（                                  ） 

 

 

（２）震災によってお仕事の状況は変わりましたか。当てはまるもの１つに○を付けてください。 

 

ａ．変わった ｂ．変わらない 

        

どのように変わりましたか。当てはまるものすべてに○を付けてください。 

 
ａ．新しく仕事を始めた（転職を含む） 

 
ｂ．失業した 
 
ｃ．稼ぎが増えた 
 
ｄ．稼ぎが減った 
 
ｅ．その他（                 ） 

 

 

【５】睡眠についておたずねします。 

 

（１）1 日平均何時間くらい眠りますか（昼寝を含む）。当てはまるもの１つに○を付けてください。 

 

  ａ．5時間未満 b．５時間以上 6時間未満 ｃ．６時間以上 7時間未満 

 

ｄ．７時間以上 8時間未満   ｅ．８時間以上 9時間未満 ｆ．９時間以上 

 

 

（２） いま、昼寝は 1 日何分間くらいしていますか。当てはまるもの１つに○を付けてください。 

 ある方は数字も記入してください。 

 

   ａ．ない・昼寝はしない ｂ．1 日にだいたい         分くらい  
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（３）以下の質問について、過去 1カ月間に、少なくとも週 3 回以上経験したものに○を付けてください 

 

1) 寝つきは？(布団に入ってから眠るまで要する時間）  

 

ａ．いつも寝つきはよい       ｂ．いつもより少し時間がかかった 

 

ｃ．いつもよりかなり時間がかかった  ｄ．いつもより非常に時間がかかったか、 

全く眠れなかった  

 

2) 夜間、睡眠途中に目が覚めることは？  

 

ａ．問題になるほどではなかった  ｂ．少し困ることがあった 

 

ｃ．かなり困っている   ｄ．深刻な状態か、全く眠れなかった  

 

 

3) 希望する起床時間より早く目覚め、それ以上眠れなかったか？  

 

ａ．そのようなことはなかった  ｂ．少し早かった 

 

ｃ．かなり早かった   ｄ．非常に早かったか、全く眠れなかった  

 

 

4) 睡眠時間は？  

 

ａ．十分である    ｂ．少し足りない  

 

ｃ．かなり足りない   ｄ．全く足りないか、全く眠れなかった  

 

 

5) 全体的な睡眠の質は？  

 

ａ．満足している    ｂ．少し不満    

 

ｃ．かなり不満       ｄ．非常に不満か、全く眠れなかった  

 

 

6) 日中の気分は？  

 

ａ．いつも通り  ｂ．少しめいった ｃ．かなりめいった ｄ．非常にめいった  

 

 

7) 日中の活動について（身体的及び精神的）  

 

ａ．いつも通り  ｂ．少し低下  ｃ．かなり低下  ｄ．非常に低下  

 

 

8) 日中の眠気について  

 

ａ．全くない  ｂ．少しある   ｃ．かなりある  ｄ．激しい  
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【６】人とのつながりについておたずねします。 

 

次のそれぞれの質問について、当てはまるもの１つに○を付けてください。 

 

 

０
人 

１
人 

２
人 

３
&
４
人 

５
&
８
人 

９
人
以
上 

 

家族 ここでは家族や親戚などについて考えます。 

      

 1) 少なくとも月に１回、会ったり話をしたりする家族

や親戚は何人いますか？ 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ 

 2) あなたが、個人的なことでも話すことができるくら

い気楽に感じられる家族や親戚は何人いますか？ 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ 

 3) あなたが、助けを求めることができるくらい親しく

感じられる家族や親戚は何人いますか？ 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ 

 

友人関係 ここでは近くに住んでいる人を含むあなたの友人全体について考えます。 

 4) 少なくとも月に１回、会ったり話をしたりする友人

は何人いますか？ 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ 

 5) あなたが、個人的なことでも話すことができるくら

い気楽に感じられる友人は何人いますか？ 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ 

 6) あなたが、助けを求めることができるくらい親しく

感じられる友人は何人いますか？ 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ ｆ 

 

 
強くそう 

思う 

どちらか 

といえば 

そう思う 

どちらとも 

いえない 

どちらかと

いえばそう

思わない 

全くそう 

思わない 

 7) まわりの人々はお互いに助け合

っている。 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

 8) まわりの人々は信頼できる。 ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

 9) まわりの人々はお互いにあいさ

つをしている。 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

 10) いま何か問題が生じた場合、

人々は力を合わせて解決しよう

とする。 

ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 
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【７】現在の活動状況についておたずねします。 

 
（１）そうじをしたり、重いものを持ち上げたりするなど、体を使うような仕事をしていますか。 

 

  a．ほぼ毎日 ｂ．週３日程度 ｃ．週１日程度 ｄ．月１日程度  ｅ．ほとんどしない 

 

（２）仕事を含め、平均してどれくらい外出していますか。 

 

  ａ．ほぼ毎日 ｂ．週３日程度 ｃ．週１日程度  ｄ．月１日程度 ｅ．ほとんど外出しな

い 

 

（３）歩く時間は、１日平均してどれくらいですか。 

 

  ａ．１時間以上 ｂ．30分～１時間 ｃ．30分以下 

 

（４）日中、座ったり寝転んだりして過ごす時間は１日平均してどれくらいですか（※昼寝を含む）。 

 

  ａ．６時間以上 ｂ．３時間～６時間 ｃ．３時間未満 

 

 

【８】健康状態についておたずねします。 

 
（１）ここ数日、病気やけがなどで体の具合の悪いところ（自覚症状）がありますか。 

 

  ａ．はい   ｂ．いいえ 

   

 

（２）（「ａ．はい」と回答した方）それは、どのような症状ですか。当てはまるものすべてに○を付けてく

ださい。 

 

ａ．手足の関節が痛む ｂ．いらいらしやすい ｃ．頭痛 

ｄ．めまい ｅ．動悸 ｆ．息切れ 

ｇ．せきやたんが出る ｈ．ゼイゼイする ｉ．下痢 

ｊ．便秘 ｋ．食欲不振 ｌ．腹痛・胃痛 

ｍ．痔による痛み・出血など ｎ．歯が痛い ｏ．歯ぐきのはれ・出血 

ｐ．かみにくい ｑ．かゆみ(湿疹・水虫など) ｒ．腰痛 

ｓ．手足の関節が痛む ｔ．足のむくみやだるさ ｕ．尿が出にくい・排尿時痛い  

ｖ．切り傷・やけどなどのけが ｗ．月経不順・月経痛 ｘ．骨折・ねんざ・脱きゅう 

ｙ．その他 （                ） 
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【９】こころの元気さについておたずねします。 
 

過去 30日の間にどれくらいの頻度で次のことがありましたか。次のそれぞれの質問について、当

てはまるもの１つに○を付けてください。 

 

 全くない 少しだけ ときどき たいてい いつも 

1) 神経過敏に感じましたか。 ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

2) 絶望的だと感じましたか。 ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

3) そわそわ、落ち着かなく感じましたか。 ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

4) 気分が沈み込んで、何が起こっても気が 

晴れないように感じましたか。 
ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

5) 何をするのも骨折りだと感じましたか。 ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

6) 自分は価値のない人間だと感じましたか。 ａ ｂ ｃ ｄ ｅ 

 

【１０】今回の震災の記憶についておたずねします。 
 

以下の反応は、今回のような災害の後、誰にでも見られることです。ここ１週間の間に２回以上、

以下のようなことがありましたか。当てはまるもの１つに○を付けてください。 

1）思い出したくないのに、そのことを思い出したり、夢に見る。    ａ．はい ｂ．いいえ 

2）思い出すとひどく気持ちが動揺する。               ａ．はい ｂ．いいえ 

3）思い出すと、体の反応が起きる（心臓が苦しくなる、息が苦しくなる、 
 
汗をかく、めまいがする、など）。                 ａ．はい ｂ．いいえ 

 

【１１】現在の暮らし向きについておたずねします。 
 

現在のくらしの状況を経済的にみてどう感じていますか。１つ選んで○をつけてください。 

 

ａ．大変苦しい       ｂ．苦しい       ｃ．やや苦しい       ｄ．普通
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【１２】災害ストレスの心身への影響についておたずねします。 

下記の事項はいずれも、強いストレスを伴うような出来事にまきこまれた方々に、後になって生

じることのあるものです。3月11日におきた震災に関して、この１週間では、a～vのそれぞれ

の項目の内容について、どの程度強く悩まされましたか。 あてはまる番号に○をつけてくださ

い。（なお、答えに迷われた場合は、不明とせず、最も近いと思うものを選んでください。） 

 

a. どんなきっかけでも、そのことを思い出すと、そのときの気持ちがぶり返してくる 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

b. 睡眠の途中で目が覚めてしまう 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

c. 別のことをしていても、そのことが頭から離れない 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

d. イライラして、怒りっぽくなっている 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

e. そのことについて考えたり思い出すときは、なんとか気を落ち着かせるようにしている 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

f. 考えるつもりはないのに、そのことを考えてしまうことがある 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

g. そのことは、実際には起きなかったとか、現実のことではなかったような気がする 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 
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h. そのことを思い出させるものには近寄らない 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

i. そのときの場面が、いきなり頭に浮かんでくる 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

j. 神経が敏感になっていて、ちょっとしたことで、どきっとしてしまう 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

k. そのことは考えないようにしている 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

l. そのことについては、まだいろいろな気持ちがあるが、それには触れないようにしている 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

m. そのことについての感情は、麻痺したようである 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

n. 気がつくと、まるでその時に戻ってしまったかのように、ふるまったり感じたりすることが

ある 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

o. 寝つきが悪い 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

p. そのことについて、感情が強くこみあげてくることがある 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 
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q. そのことをなんとか忘れようとしている 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

r. 物事に集中できない 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

s. そのことを思い出すと、身体が反応して、汗ばんだり、息苦しくなったり、むかむかした

り、どきどきすることがある 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

t. そのことについての夢を見る 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

u. 警戒して用心深くなっている気がする 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

v. そのことについては話さないようにしている 

 

0．全くなし     1．少し     2．中くらい     3．かなり     4．非常に 

 

 

 

この調査により災害の心身への影響が強く現れていた場合には、七ヶ浜町役場や東北大学の 

スタッフによる訪問、健康相談等を行う用意があります。本調査や皆様の健康のサポートの 

あり方についてご質問、ご意見、ご希望などございましたら、ご自由にお書きください。 

 

 

 

 

 

 

ご協力ありがとうございました。裏面（同意書）の記入もお願いいたします。 
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20 歳以上用 

「東日本大震災被災者の健康状態等に関する調査研究」  
 

研究協力の同意書 
 

 東北大学大学院医学系研究科長 殿  
 
私は標記「東日本大震災被災者の健康状態等に関する調査研究」について、  
（所属 ________________________________  氏名 _____________________ ）  
から説明文書に記載されている内容の説明を受け、内容を理解した上で以下のとおり標記調査に協力しま

す。  
 
1. 私はアンケート調査に協力することに同意します。  

はい   いいえ 
 

2. 私が介護保険の認定を受けたかどうかに関する情報を閲覧することに同意します。 
  

はい  いいえ 
 

3. 私の医療受診に関する情報の閲覧に同意します。 
（国民健康保険と後期高齢者医療保険の加入者のみ）  

はい  いいえ 
 

4. 私の今年、及び昨年の健康診査に関する情報の閲覧に同意します。 
（国民健康保険と後期高齢者医療保険の加入者のみ）  

はい  いいえ 
 

5. 私は、より詳しい聞き取り調査・唾液検体を用いた調査への参加を希望します。 
はい  いいえ 

 
 

※より詳しい聞き取り調査とは、被災者の中で震災関連の健康問題を来した被災者と来さなかった被災者の健康

に関する情報、唾液検体を解析することで、震災関連の健康問題の発生と回復に関わる環境因子、心理要因、身

体的要因を明らかにするための調査研究です。ご協力を頂ける方のところに、東北大学の医師、心理士、専門の

調査員が、再度お伺いさせていただくことがあります。 
 

 
記入日： 平成 23 年 ______ 月 ______ 日  

氏名（本人）：____________________________________________________ 

住所： 宮城県 ____________________________________________________
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６５歳以上の方は、次のページもお願いいたします。 

 

 

 

６５未満の方は、ここで終了です。 

 

 

ご協力ありがとうございました。 
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【１】介護保険についておたずねします。 

あなたは介護保険の認定をうけていますか。介護保険被保険者証等を参考に記入してください。 

ａ． はい ｂ． いいえ 

   

ａ．要支援１ ａ．要支援２ ｃ．要介護１ ｄ．要介護２ 

ｅ．要介護３ ｆ．要介護４ ｇ．要介護５ ｈ．わからない 

【２】日常生活についておたずねします。 

1 バスや電車で１人で外出していますか １. はい ２. いいえ 

2 日用品の買物をしていますか １. はい ２. いいえ 

3 預貯金の出し入れをしていますか １. はい ２. いいえ 

4 友人の家を訪ねていますか １. はい ２. いいえ 

5 家族や友人の相談にのっていますか １. はい ２. いいえ 

6 階段を手すりや壁をつたわらずに昇っていますか １. はい ２. いいえ 

7 椅子に座った状態から何もつかまらずに立ち上がっていますか １. はい ２. いいえ 

8 １５分位続けて歩いていますか １. はい ２. いいえ 

9 この１年間に転んだことがありますか １. はい ２. いいえ 

10 転倒に対する不安は大きいですか １. はい ２. いいえ 

11 ６ヵ月間で２～３ｋｇ以上の体重減少がありましたか １. はい ２. いいえ 

12 半年前に比べて固いものが食べにくくなりましたか １. はい ２. いいえ 

13 身長と体重を教えてください。身長＿＿＿＿cm、体重＿＿＿kg 

 

 

14 お茶や汁物等でむせることがありますか １. はい ２. いいえ 

15 口の渇きが気になりますか １. はい ２. いいえ 

16 歯磨きや入れ歯の清掃を毎日していますか。 １. はい ２. いいえ 

17 週に１回以上は外出していますか １. はい ２. いいえ 

18 昨年と比べて外出の回数が減っていますか １. はい ２. いいえ 

19 
周りの人から「いつも同じ事を聞く」などの物忘れがあると言わ

れますか 
１. はい ２. いいえ 

20 自分で電話番号を調べて電話をかけることをしていますか １. はい ２. いいえ 

21 今日が何月何日かわからない時がありますか １. はい ２. いいえ 

22 自分のいる場所がどこだかわからなくなることはありますか １. はい ２. いいえ 

23 自分で食事の準備はできますか １. はい ２. いいえ 

24 自分で，薬を決まった時間に決まった分量のむことはできますか １. はい ２. いいえ 
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【3】次の、ア～カ の項目について、地震前と現在にわけて、それぞれ１～５

のどれに当てはまるか、１つずつ○をつけてください（エ．は１～３から１つ）。

ア．屋外を歩くこと 地震前 現在 

遠くへも一人で歩いていた 

（歩いている） 
１ １ 

近くなら一人で歩いていた 

（歩いている） 
２ ２ 

誰かと一緒なら歩いていた 

（歩いている） 
３ ３ 

ほとんど外は歩いていなかった

（歩いていない） 
４ ４ 

外は歩けなかった（歩けない） ５ ５ 

   

イ．自宅内を歩くこと 地震前 現在 

何もつかまらずに歩いていた

（歩いている） 
１ １ 

壁や家具を伝わって歩いていた

（歩いている） 
２ ２ 

誰かと一緒なら歩いていた 

（歩いている） 
３ ３ 

這うなどして動いていた 

（動いている） 
４ ４ 

自力では動き回れなかった 

（動き回れない） 
５ ５ 

   

ウ．身の回りの行為（入浴、洗

面、トイレ、食事など） 
地震前 現在 

外出時や旅行の時にも不自由は

なかった（ない） 
１ １ 

自宅内では不自由はなかった

（ない） 
２ ２ 

不自由があるがなんとかしてい

た（している） 
３ ３ 

時々人の手を借りていた 

（借りている） 
４ ４ 

ほとんど助けてもらっていた

（助けてもらっている） 
５ ５ 

エ．車いすの使用 地震前 現在 

使用していなかった 

（していない） 
１ １ 

時々使用していた 

（している） 
２ ２ 

いつも使用していた 

（している） 
３ ３ 

   

オ．外出の回数 地震前 現在 

ほぼ毎日 １ １ 

週３回以上 ２ ２ 

週１回以上 ３ ３ 

月１回以上 ４ ４ 

ほとんど外出していなかった

（していない） 
５ ５ 

   

カ．日中どのくらい体を動かし

ていますか 
地震前 現在 

外でもよく動いていた 

（動いている） 
１ １ 

家の中ではよく動いていた 

（動いている） 
２ ２ 

座っていることが多かった 

（多い） 
３ ３ 

時々横になっていた 

（なっている） 
４ ４ 

ほとんど横になっていた 

（なっている） 
５ ５ 

 

回答者に○をつけてください 

a.) 本人,  b.) 家族， 

c.) その他（         ） 
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６５歳以上の方も、これで終了です。 

 

 

ご協力ありがとうございました。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


